
地域循環モデルの構築
-新潟県胎内市を対象とした取組-

実証の中で高精度化していく

■SIP3成果の資源循環モデルイメージ
（新潟県胎内市 ※市内一部地区のみ）

下水処理場

堆肥生産者、堆肥販売
企業、JA北新潟

（実証内で要調査）

自治体
(下水処理場の管理運営者）

食品関連事業者

畜産農家

固液分離下水汚泥(固)
1975 t/年※2
N：127.0 t
P： 85.5 t
K： 4.74 t

※2 水分75％、乾物濃度：
N＝6.43％、P2O5＝4.33％、

K2O＝0.24％と仮定

未利用資源80%以上

下水処理場
これまで焼却処理（柏崎まで運搬）し、セメント材料、
建設改良土として利用していた下水汚泥について、当該
資源循環モデルの導入により、80%以上を堆肥利用する

食品残渣

堆肥生産

耕種農家
大豆、花き等

（耕地面積 3,220 ha）

A 潜在的作物生産
肥料成分必要量※1

N：385t
P：388t
K：411t

※1 水稲、麦、そば、大豆、菜種、
テンサイ、野菜（飼料生産を除く）

B1
密閉縦型堆肥化装置

C90型
（下水汚泥のみの処理

で２台程度）

サブA
多収大豆栽培技術

回収カリウム
(必要量に応じて生産)

N、K
抽出工場

海水等

D 下水汚泥堆
有効成分肥※4

987.5 t
N：25.4 t
P：51.3 t
K： 4.3 t

※4 堆肥化によるN残存率
30％、肥効率：N＝40％、
P2O5＝60％、K2O＝90％
と仮定

行政、JA北新潟
（実証内で要調査）

堆肥価格
実証内で要調査

作物残渣等

1人当たりの汚泥発生量
窒素が5%含まれているとして、0.9 kg N/人/年
農耕地の窒素肥料の必要量
0.83 kg N/a

一人当たりの農耕地が1aあれば窒素として撒ける
が、先進地域では約10a（5～15a）。
1718自治体のうち、一人当たりの耕地面積が10a
以上の自治体が610あり、全国で610の自治体に適
応できる。

家畜糞135,098 t/年※3
潜在的肥料成分賦存量

N：1,468.3 t
P： 294.4 t
K： 414.9 t

※3 乳用牛3,991 t、肉用牛8,171 t、
豚85,259 t、鶏37,677 t

潜在的作物生産
と堆肥で供給できる肥料成

分の収支※５

N  ：ー158 t
P2O5：ー169 t
K 2O： ー52 t

※5 A+B-CーD 
（－：不足、＋：余剰）

人口
2.85万人
耕作面積
1万ha
産廃処理業者数
98件

C 家畜糞堆肥
40529.4 t/年※3
潜在的肥料成分賦存量

N：220.2 t
P ：176.7 t
K ：373.4 t

※4 堆肥化によるN残存率
50％、肥効率：N＝30％、
P2O5 ＝ 60 ％ 、 K2O ＝
90％と仮定

特徴：豚の割合が多い

B 潜在的作飼料生産
肥料成分必要量※1

N：18.6  t
P： 9.3 t
K：18.6  t

※1 2006年統計データ
トウモロコシ、ソルゴー、牧草 えん

麦 合計93 ha

資源循環
作物生産の成分必要量（A+B)に
比 較 し て 、 堆 肥 の 肥 料 成 分
（C+D）が不足している。家畜
ふん堆肥は肥料・土壌改良の目
的で大部分が既に利用されてい
る。新たに下水汚泥等の未利用
資源を肥料として活用し資源循
環を進め、化学肥料使用量の削
減を図る必要がある。

新潟県胎内市を対象とした地域循環モデル（構築中）

汚泥肥料の特性把握のための
栽培試験

新潟 トウモロコシ

Z

1.農研機構畜産研(つくば）
パイロットスケール堆肥化装置
開発(R6～)

２.北海道
中標津町/標津町/別海町
高機能堆肥化装置
プロトタイプ実証(R7～)

３.新潟県胎内市
高機能堆肥化装置プロトタイプor
通気制御システム実証(R7～)

４.熊本県阿蘇市
高機能堆肥化装置
プロトタイプ実証(R8～)

暖地
二毛作

汚泥畜ふん混合

飼料イネ、他作物

下水汚泥主体温暖地
水田・転換畑
転換畑ダイズ、花き

その他

北海道 大豆
寒冷地 畑作主体

汚泥地域資源混合

畑作物主体

本プロジェクトにおけるモデル地域

目標 未利用資源80%を肥料利用する地域循環モデルを構築

問い合わせ：国内循環利用コンソーシアム（研究代表：農研機構畜産研究部門）
nilgs_sip3office@ml.affrc.go.jp


